
医師の働き方改革をめぐる動向と課題

第１回 民間保険会社が医療機関に求める
診断書等の簡素化等に関する研究会 資料１

平成３０年８月８日



◎：座長

◆第１回（平成29年８月２日） 医師の働き方改革について

◆第２回（平成29年９月21日） 労働時間法制等について

◆第３回（平成29年10月23日） 医師の勤務実態について

◆第４回（平成29年11月10日） 勤務環境改善策について

◆第５回（平成29年12月22日） 勤務医の健康確保等について

◆第６回（平成30年１月15日） 中間論点整理・緊急対策

（骨子案）について

◆第７回（平成30年２月16日） 中間論点整理・緊急対策について

◆第８回（平成30年７月９日） 今後の進め方等について
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（１） 新たな医師の働き方を踏まえた医師に対する時間
外労働規制の具体的な在り方

（２） 医師の勤務環境改善策
（３） その他

本検討会の検討事項

「医師の働き方改革に関する検討会」について
◆ 働き方改革実行計画（平成29年3月28日働き方改革実現会議決定）においては、長時間労働の是正のため、労働基準法を改正し、罰則

付きの時間外労働の上限規制をはじめて法律で導入する方向性が示されている。

◆ この中で、医師については、医師法（昭和23年法律第201号）に基づく応召義務等の特殊性を踏まえた対応が必要であることから、時間
外労働規制の対象とするものの、改正法の施行期日の5年後を目途に規制を適用することとし、具体的には、医療界の参加の下で検討の
場を設け、2年後を目途に規制の具体的な在り方、労働時間の短縮策等について検討し、結論を得るとされた。これを踏まえ、本検討会を
開催するものである。

（※五十音順）（計24名）
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「医師の働き方改革に関する検討会」 中間論点整理等について
医師の働き方改革に関する検討会において「中間論点整理」「医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組」をとりまとめた。

（平成30年２月27日）

「中間論点整理」は、これまでの議論における意見をとりまとめるもの（最終報告は平成３０年度末を予定）。

「緊急的な取組」は、医師の勤務実態の改善のため、個々の医療機関がすぐに取り組むべき事項等を示すもの。

中間論点整理の概要

医師の勤務実態の分析状況と今後の検討に関する論点
（勤務実態の分析状況）

特に長時間勤務となっているのは、病院勤務医、若手医師、
産婦人科・外科・救急科、臨床研修医。

長時間勤務の要因は、緊急対応や手術・外来対応の延長、
自己研鑽のほか、時間外での患者説明等。

その背景には、患者数の多さ、応召義務の存在、医師以外
の職種への業務の移管が進んでいない現場の勤務環境等
がある。

（今後の検討に関する論点に係る意見）

追加調査の実施も含め、引き続き勤務実態を明らかにす
るデータ分析が必要ではないか。
社会情勢等の変化の中、今後の応召義務をどう考えるか。

自己研鑽について労働時間への該当性の考え方が必要
ではないか。
現行の宿日直許可基準の見直しが必要ではないか。 等

病院常勤勤務医の週当たり勤務時間 週当たり勤務時間60時間以上の病院常勤医師の診療科別割合 時間外労働の主な理由

なぜ今医師の働き方改革が必要なのか

医師は、昼夜を問わず患者対応を求められうる仕事であり、
他職種と比較しても抜きん出て長時間労働の実態にある。

さらに、日進月歩の医療技術、質の高い医療に対するニーズの
高まり、患者へのきめ細かな対応等により拍車がかかっている。

医師の健康確保、医療の質や安全の確保の観点から、
長時間労働を是正していく必要。

患者側等も含めた国民的関わりによって我が国の医療
提供体制を損なわない改革を進める必要。

（％）

出典：平成27年度厚生労働省医療分野の勤務環境改善
マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する
支援の充実を図るための調査・研究事業報告書「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果を基に医政局医事課で作成
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勤務環境改善に関する取組の現状と今後の方向性に関する論点

※ 働き方改革の実効性を確保するためには勤務環境改善策が重要との意見が多く、具体的な検討を深めていく。
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（今後の方向性に関する論点に係る意見）

産業医による面接指導等、既存の健康管
理措置の着実な実施

医師の行うべき業務とそうでない業務の明
確化、業務の移管に向けた具体的な検討
医師事務作業補助者等の活用

看護職員による実施率が高い点滴の実施、
静脈ラインの確保等について移管の推進
複数主治医制への移行等、業務の共同化

女性医師等の両立支援（多様で柔軟な働
き方の推進、保育サービスの充実等）
ICTを活用した勤務環境改善
都道府県医療勤務環境改善支援センター
による支援の推進 等

経営管理の観点に関する論点

意識改革や財政面を含めた支援の在り方
が課題となるのではないかとの意見が
あった。

関係者の役割に関する論点
多様な関係者の参画・協力の必要性

時間外労働規制の在り方についての今後の検討に関する論点

上限時間については、脳・心臓疾患の労災認定基準（※）を超えない水準
とすべき、必要な医療ニーズに対応できる医療提供体制を維持できる水
準とすべき、米国の研修医等諸外国を参考とすべき等の意見があった。

医師の特殊性にかかる整理、医師に対する新たな労働時間制度の検討、
国民の理解を得るための周知の推進等の必要性の指摘があった。

※ 時間外労働１か月100時間・２～６か月平均80時間

（四病院団体協議会による調査） （全国医学部長病院長会議による調査）

4

（現状）

医療法に基づき、各医療機関の管理者に勤務環境改善等への
取組の努力義務や、都道府県による医療勤務環境改善支援セ
ンター等の枠組みが整備されている。

（その他の意見）
医師以外の医療従事者の勤務環境への留意、個々の医療機関の取組だけでなく地域の医療提供体制全体で検討する必要性
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医師の労働時間短縮に向けた緊急的な取組の概要

医師の労働時間
管理の適正化に
向けた取組

３６協定等の
自己点検

産業保健の
仕組みの活用

タスク・シフ
ティング（業務の移
管）の推進

医療機関の
状況に応じた
医師の労働時間
短縮に向けた取組

勤務医を雇用する個々の

医療機関が自らの状況を踏ま
え、できることから自主的な
取組を進めることが重要。

考
え
方

勤
務
医
を
雇
用
す
る
医
療
機
関
に
お
け
る
取
組
項
目

医師の労働時間短縮に

向けて国民の理解を適切に求め
る周知の具体的枠組みに
ついて、早急な検討が必要。

医療機関における経営の

立場、個々の医療現場の責任
者・指導者の立場の医師の

主体的な取組を支援。

まずは医師の在院時間について、客観的な把握を行う。
ICカード、タイムカード等が導入されていない場合でも、出退勤時間の記録を
上司が確認する等、在院時間を的確に把握する。

３６協定の定めなく、又は定めを超えて時間外労働をさせていないか確認する。

医師を含む自機関の医療従事者とともに、３６協定で定める時間外労働時間数に
ついて自己点検を行い、必要に応じて見直す。

労働安全衛生法に定める衛生委員会や産業医等を活用し、長時間勤務となってい
る医師、診療科等ごとに対応方策について個別に議論する。

点滴に係る業務、診断書等の代行入力の業務等については、平成19年通知（※）
等の趣旨を踏まえ、医療安全に留意しつつ、原則医師以外の職種により分担して
実施し、医師の負担を軽減する。

特定行為研修の受講の推進とともに、研修を修了した看護師が適切に役割を果た
せる業務分担を具体的に検討することが望ましい。

全ての医療機関において取り組むことを基本とする１～５のほか、各医療機関の状
況に応じ、勤務時間外に緊急でない患者の病状説明等を行わないこと、当直明け
の勤務負担の緩和（連続勤務時間数を考慮した退勤時刻の設定）、勤務間イン
ターバルの設定、複数主治医制の導入等について積極的な検討・導入に努める。

5
行
政
の

支
援
等

厚生労働省による好事例の積極的な情報発信、医療機関への財政的支援、医療勤務環境改善支援センターに
よる相談支援等の充実 等

女性医師等の支援 短時間勤務等多様で柔軟な働き方を推進するなどきめ細やかな支援を行う。

※

１
～
３
に
つ
い
て
は
現
行
の
労
働
法
制
に
よ
り
当
然
求
め
ら
れ
る
事
項
も

含
ん
で
お
り
、
改
め
て
、
全
医
療
機
関
に
お
い
て
着
実
に
実
施
さ
れ
る
べ
き
。

１

２

３

４

５

６

※「医師及び医療関係職と事務職員等との間等での役割分
担の推進について」（平成19年12月28日医政発1228001号）
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6

２ 医師の勤務実態の分析状況と今後の検討に関する論点 

 

（医師の長時間勤務とその要因） 

○ 勤務医約24 万人のうち、長時間勤務の実態にある医師の多くは病院勤務医であり、特に20 

代・30 代の男女、40 代までの男性医師が特に長時間となっている。また、診療科等では産婦人

科、外科、救急科等、臨床研修医、医療機関種類別では大学病院において、特に勤務時間が長くな

っている。 

○ その要因としては、急変した患者等への緊急対応、手術や外来対応等の延長といった診療に関

するもの、勉強会等への参加といった自己研鑽に関するもの等が挙げられる。 

○ 緊急対応、手術や外来対応等の延長をもたらしているのは、 

・ 救急搬送を含め診療時間外に診療が必要な患者や、所定の勤務時間内に 

対応しきれない長時間の手術、外来の患者数の多さ、 

・ 医師はそれらに対応しなければならないとする応召義務の存在、 

・ タスク・シフティング（業務の移管）が十分に進んでいない現場の勤務環境、 

・ 求めに応じ質の高い医療を提供したいという個々の医師の職業意識の高さ、等であると考えら

れる。こうした患者対応に伴う事務作業が多いことも要因の一つとして指摘されているほか、患者

側の都合により診療時間外での患者説明に対応せざるをえない、診療時間外の看取り時でも主治医

がいることが求められる等によっても時間外勤務が発生している。 

○ さらに、こうした医師の長時間勤務の背景には、地域や診療科による医師の偏在があると考え

られるため、医師が不足する地域や診療科においては、一人ひとりの医師にかかる負担も大きくな

っていると考えられる。 

 

（追加的分析の必要性に関する意見） 

○ これらの分析は、主に平成28 年12 月に行われた「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関す

る調査」のサブ解析であるが、今後具体的な枠組みを整理していくためには、既存データのほか、

診療科ごとの分析にも資する追加的な調査も実施して、今後の議論の前提となる医師の勤務実態の

詳細を明らかにするデータを分析していく必要があるのではないか。 

○ また、大学病院では、医療機関としての診療のほか高等教育機関としての教育・研究という３

つの業務が行われているが、診療が研究の一環として行われている上に、それが臨床研修医等への

教育的効果も有していることから、その切り分けが可能であるかについて、引き続き分析していく

必要があるのではないか。 

 

（応召義務に関する意見） 

○ 医師法（昭和23 年法律第201 号）第19 条に定める応召義務については、社 

会情勢、働き方、テクノロジーが変化してきている中で、今後の在り方をどのように考えるか、個

人ではなく組織としての対応をどう整理するかといった観点から、諸外国の例も踏まえ、検討して

はどうか。 

（タスク・シフティング等に関する意見） 

○ 医師が実施している業務の中には、他職種へのタスク・シフティング（業務の移管）が可能な

業務も一定程度あることが明らかとなっているが、移管の状況は、個々の医療機関によって取組に

差がある。 

○ 医師の長時間労働を構成する業務を洗い出し、医師以外の職種へのタスク・シフティング（業

務の移管）やタスク・シェアリング（業務の共同化）を推進していくべきとの意見があった。 

 

（自己研鑽に関する意見） 

○ 自己研鑽に関しては、 

・ 一般診療における新たな知識の習得のための学習、 

・ 博士の学位を取得するための研究や論文作成、 

・ 専門医を取得するための症例研究や論文作成、 

・ 手技を向上させるための、手術の見学、 

等がある。しかし、具体的にどのようなことを行うと労働時間に該当し、逆に労働時間に該当しな

いものはどういうものなのかについて関係者間で共通認識がなく、個々の医師の勤務時間中、労働

基準法上の労働時間に当たる時間がどれであるかの判断が困難になっている。 

○ したがって、自己研鑽とされているものの労働時間への該当性を判断するための考え方を示す

必要があるのではないか。そのためには各医療機関において医師が行う自己研鑽の実態も踏まえつ

つ類型化して考えていく必要があるのではないか。 

○ この点については、医師は患者に対して質の高い医療を提供するために、使用者の指示とは関

係なく自己研鑽に努める倫理観を強く持っており、労働に該当するかどうかの切り分けが困難であ

るとの意見や、労働ではなくあくまで「自己研鑽」であるとの意見がある一方、医師以外の高度な

専門職にも共通する課題ではないかという意見もあった。 

 

（宿日直許可に関する意見） 

○ 宿日直については、頻繁に患者への対応が求められる当直がある一方で、対応が少ない当直も

あり、医療機関や診療科によってその実態は様々であるとの指摘がある。 

○ 現行の労働基準法に基づく宿日直許可基準に照らすと、現在現場で行われている医療法に基づ

く宿日直のほとんどがこれに該当しない可能性があることから、基準の見直しが必要ではないかと

の意見がある一方、現行の基準を維持すべきとの意見や、現行の基準の考え方を維持しつつ実態を

踏まえた新たな取扱いを検討してはどうかとの意見があった。 

 

（その他の意見） 

○ 医療行政の中で設置及び医師の出席が要件とされている会議や、医師が作成しなければならな

い書類等が多いという意見もあることから、その全体像を整理した上で、効率的な対応の仕方（電

話・テレビ会議の活用など）について検討してはどうか。 

○ これまで行政から発出された医師の働き方に関連する通知等のうち、発出から相当の期間が経

過し、現状に合っていないものについては、見直せるものは見直しを検討してはどうか。 

医師の働き方改革に関する検討会「中間的な論点整理」抜粋



医師による診断書等作成の現状①

※平成２９年度勤務環境改善マネジメントシステムに基づく医療機関の取組に対する支援の充実を図るための調査･研究 7



64.0% 28.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総合入院体制加算（n=35）

医師事務作業補助体制加算（n=225）

急性期看護補助体制加算（n=213）

看護職員夜間配置加算（n=66）

精神科リエゾンチーム加算（n=20）

栄養サポートチーム加算（n=93）

呼吸ケアチーム加算（n=51）

病棟薬剤業務実施加算（n=115）

移植後患者指導管理料（n=32）

糖尿病透析予防指導管理料（n=113）

院内トリアージ実施料（n=98）

救命救急入院料（n=37）

小児特定集中治療室管理料（n=6）

総合周産期特定集中治療室管理料（n=18）

小児入院医療管理料１・２（n=43）

ハイリスク分娩管理加算（n=73）

手術・処置の休日・時間外・深夜加算１（n=35）

認知症ケア加算１（n=24）

効果がある

どちらかといえば効果がある

どちらともいえない

どちらかといえば効果がない・

効果がない

無回答

＜病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善を要件とする診療報酬項目の効果＞
（算定施設）

出典：平成28年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度調査）
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勤務医の負担軽減策の効果（算定施設の回答）

○ 医師事務作業補助体制加算は、勤務医の負担軽減に「効果がある」、「どちらかといえば
効果がある」と回答した施設は９割超であった。



病院勤務医等の負担軽減策として効果があるものについて、医療機関の取組がさらに進むよう、
複数項目の取組を計画に盛り込む（※）ことを医師事務作業補助体制加算等の要件とする。
※ ①（必須）及び②～⑦のうち少なくとも２項目以上

① 医師と医療関係職種、医療関係職種と事務職員等における役割分担の具体的内容 （必須）
② 勤務計画上、連続当直を行わない勤務体制の実施
③ 前日の終業時刻と翌日の始業時刻の間の一定時間の休息時間の確保（勤務間インターバル）
④ 予定手術前日の当直や夜勤に対する配慮 ⑤ 当直翌日の業務内容に対する配慮
⑥ 交替勤務制・複数主治医制の実施 ⑦ 短時間正規雇用医師の活用

あわせて、合理化の観点から、以下の見直し。

病院勤務医及び看護職員の負担軽減に係る要件を集約・整理する観点から、精神科リエゾンチーム加算等について、当該要件を削除。

病院に勤務する医療従事者、勤務医及び看護職員の負担軽減に係る手続きを合理化する観点から、毎年７月に提出している内容と変化がな
い場合は、加算等の届出変更時の様式の添付は不要とする。

医師事務作業補助体制加算１及び２の評価を引き上げる。

医師事務作業補助体制加算の見直し

現行

医師事務作業補助者の配置 点数（加算１／加算２）

１５対１ ８７０点／８１０点

２０対１ ６５８点／６１０点

２５対１ ５３０点／４９０点

３０対１ ４４５点／４１０点

４０対１ ３５５点／３３０点

５０対１ ２７５点／２５５点

７５対１ １９５点／１８０点

１００対１ １４８点／１３８点

改定後

医師事務作業補助者の配置 点数（加算１／加算２）

１５対１ ９２０点／８６０点

２０対１ ７０８点／６６０点

２５対１ ５８０点／５４０点

３０対１ ４９５点／４６０点

４０対１ ４０５点／３８０点

５０対１ ３２５点／３０５点

７５対１ ２４５点／２３０点

１００対１ １９８点／１８８点

平成30年度診療報酬改定 Ⅲ－１．チーム医療等の推進(業務の共同化、移管等)等の勤務環境の改善②
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8.2%

10.5%

7.9%

36.5%

40.8%

31.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採血（n=571）

静脈注射（n=571）

留置針によるルート確保（n=568）

診断書、診療記録及び処方せんの記載（n=573）

主治医意見書の記載（n=571）

診察や検査等の予約オーダリングシステム入力や電子カルテ入力…

救急医療等における診療の優先順位の決定（トリアージの実施）…

検査の手順や入院の説明（n=570）

慢性疾患患者への療養生活等の説明（n=558）

診察前の事前の面談による情報収集や補足的な説明（n=564）

患者の退院に係る調整業務（n=562）

患者に対する処方薬の説明（n=568）

医薬品の副作用・効果の確認（n＝567）

患者に対する検査結果の説明（n=569）

負担が非常に大き

い
負担が大きい

どちらともいえな

い
負担が小さい

＜各業務の負担感＞
（医師への調査）

出典：平成28年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度調査）

各業務の医師の負担感

○ 各業務の負担感として、「診断書、診療記録及び処方せんの記載」「主治医意見書の記
載」「診察や検査等の予約オーダリングシステム入力や電子カルテ入力」については、「負
担が非常に大きい」又は「負担が大きい」と選択した医師が多かった。

10



診断書等の様式の統一化、簡素化の検討

11

各業務の負担感として、「診断書、診療記録及び処方せんの記載」「主治医意見書の記載」については、「負担が非常に大きい」
又は「負担が大きい」と選択した医師が多い。
診断書等にかかる医療界からの個別の要望としては、様式の統一化、簡素化（種類・内容）に関するものが多く聞かれる。

各業務の負担感（医師への調査）

出典：平成28年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（平成28年度調査）
※ 医師への個別の聞き取り結果等に基づく。

• 行政から求められる診断書等が法令に基づくもの以外の
もの（インフルエンザ治癒証明書等）も含めて膨大。

• 例えば、死亡診断書を電子的に作成するソフトを活用
することが、負担軽減につながるのではないか。

• 民間保険会社から求められる診断書についても、様式
が統一されていない、記載項目が多く、本当に必要な項
目なのか不明なものが多数含まれている。（診断根
拠、放射線治療の詳細、家族・本人への説明状況
等）

• 自由記載欄（受診経緯、治療経過等）への記入が
負担。

• 退院後しばらくしてから患者からの診断書等の請求があ
る場合に、より負担となる。

• 医療クラーク（医師事務作業補助者）の導入により負
担軽減になっている。

診断書等にかかる医療界からの主な意見

○ 行政や民間保険会社から求められる診断書等による医療機関の業務負担の実態に鑑み、関係者の意見も伺いながら、診断書
等の様式の統一化、簡素化に向けて検討を行う。

○ また、死亡・相続の手続のワンストップ化に向けた取組みを進める中で、医師の負担軽減に向けた検討を行う。

※「第８回医師の働き方改革に関する検討会」資料


